
 

教職員のみなさまへ 

研究費等使用ルールハンドブック 
 

◆購買・出張申請システム 
◆物品購入 

◆旅費 
◆謝金 
◆外部資金（受託研究・寄附金等） 

◆公的研究費の不正使用防止 
 

このリーフレットは、滋賀大学における会計事務で、みなさんに
身近な基本的事項について紹介しています。 

会計事務は、会計規則等に基づく手続きにより処理されますので、
ご理解とご協力をお願いいたします。 

本リーフレットに記載のない事項や不明な点等については、各部
局の担当窓口又は財務課まで照会ください。 
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滋賀大学における公的研究費の不正使用防止計画 

 

国立大学法人滋賀大学（以下「本学」という。）において、公的研究費を適正に運営・管

理を徹底するため、国立大学法人滋賀大学における公的研究費の不正使用防止に関する規

程第３条の規定に基づき、「不正使用防止計画」を策定する。 

 

１ 対象とする公的研究費 

この不正使用防止計画において対象となる「公的研究費」は、本学が管理するすべての

研究資金（支出予算及び外部資金並びに補助金）とする。 

 

２ 公的研究費不正防止に関する取組み方針 

本学は「滋賀大学憲章」および「滋賀大学における研究者等の行動規範」に基づき、以

下の方針により、公的研究費の不正防止に取り組むものとする。 

・研究費は国民の税金が原資であることを念頭に、社会に対して説明責任を果たせる仕組

みを構築し、不正については断固たる姿勢で臨むこととする。 

・教員と事務職員の役割分担や責任の所在を教職員全員が自覚できるよう、研究費の運

営・管理に関わる者の責任と権限を明確化する。 

・研究費に対して「なぜ、このルールが必要なのか」について教職員全員が共通理解をも

ち、研究費の不正を許さない組織を目指す。 

・単なる規制強化だけでは実効が上がらないことを認識し、取組みにあたっては、現場の

教職員の意見を汲み上げ、不正や不適切な使用を誘発する背景と要因を把握し、現場の

業務の仕組みや恒常的な運営上の問題点（現状の研究費に対するルール改善を含む）も

改善しながら、抑止機能を備えた本学に相応しい実効的な研究費管理の仕組みを構築

することを目指す。 

 

３ 研究費不正使用防止行動計画 

（１）公的研究費の不正防止のための行動計画を策定する。 

（２）行動計画の策定に当たっては、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」（文部科学省）の趣旨に鑑み次の事項を重点事項として、具体

的取組みを定める。 

①学内の責任体系の明確化 

②適正な運営・管理の基盤となる環境の整備 

③不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施 

④研究費の適正な運営・管理活動 

⑤情報発信・共有化の推進 

⑥モニタリングの在り方 
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４ 特記事項 

（１）モニタリング及び内部監査体制 

不正使用防止推進室は、監事及び監査室と連携し、大学全体の視点からモニタリング

を定期的に実施するとともに、体制の不備の検証を行う。 

監査室は、不正使用防止推進室等と連携し、本学全体の視点から内部監査を定期的

に実施するとともに、体制の不備の検証を行う。 

また、監査室は、不正発生要因や監査の重点項目について監事及び会計監査人と情報

交換を行い、効率的、効果的かつ多角的な内部監査を実施する。 

不正使用防止推進責任者は、不正使用防止推進室と連携し、当該部局等におけるモニ

タリングを定期的に実施するとともに、体制の不備の検証を行う。 

（２）コンプライアンス教育及び啓発活動 

不正使用防止推進責任者は、不正使用防止推進室と連携し、当該部局等におけるコン

プライアンス教育及び啓発活動を定期的・継続的に実施する。 

（３）相談窓口の機能充実 

本学の公的研究費に係る事務処理手続き及び使用に関するルール等に関する学内外

からの相談を受け付ける窓口を研究推進課に設置し、効率的な研究遂行のための適切

な支援を行なう。 

（４）通報窓口の機能充実 

研究費不正の通報の受け入れについては、最高管理責任者が指定する学外の弁護士

（たちばな法律事務所）及び監査室長を窓口とする。 

なお、通報者及び調査協力を行った者に対し、そのことを理由として、その者の職場

環境が悪化することのないように、適切な措置を図る。 

（５）告発案件処理体制の機能充実 

不正使用等の通報事案の内容等について調査するため不正調査委員会を設置する。 

なお、不正があったと認めた場合には、懲戒処分等の適正な措置を講ずる。 
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2026年度研究費不正使用防止行動計画

実施事項 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 備考

(1) 学内の責任体制の明確化

①責任体制の再構築（不正使用防止推進責任者等の設置） 継続実施 → → →

②学内規程の整備（責任者の管理監督責任・役割等の明確化） 継続実施 → → →

③適正な運用にかかる点検・見直し 継続実施 → → →

(2) 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備

①ルールの明確化（現行ルールの点検・見直しと教職員マニュアル等を活用した周知） 継続実施 → → →

②ルールの統一化（部局間での統一的運用の徹底） 継続実施 → → →

③教職員の意識向上（コンプライアンス教育、誓約書等の徴収） 継続実施 → → →

④通報・調査及び是正措置等に関する規程整備及び運用の透明化 継続実施 → → →

⑤運営・管理体制の改善に向けた教職一体での取組 継続実施 → → →

(3) 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施

①内部監査及びモニタリングによる検証 〇 〇

②上記検証を踏まえたルールの見直し 継続実施 → → →

③不正防止行動計画の策定 〇

＊上記については(4)と関連する。

(4) 研究費の適正な運営・管理活動

①研究費の予算執行管理体制、管理方法の適切な運用にかかる点検・見直し 継続実施 → → →

②発注・納品・検収体制の適切な運用にかかる点検・見直し 継続実施 → → →

③ＴＡ・ＲＡ等の短時間雇用と謝金の適切な運用にかかる点検・見直し 継続実施 → → →

④旅費制度におけるルールの適切な運用にかかる点検・見直し 継続実施 → → →

⑤換金性の高い物品にかかる管理の適切化に向けた取組 継続実施 → → →

⑥取引業者へのルール説明及び誓約書の徴収 継続実施 → → →

＊上記①～⑤については、内部監査及びモニタリングにより検証を行う。

(5) 情報発信・共有化の推進

①相談窓口機能の設置 継続実施 → → →

②大学の方針等の公表 継続実施 → → →

(6) モニタリングの在り方

①内部監査の実施 〇 〇

②モニタリングの実施 〇

③上記(3)及び(4)にかかる取組 〇

④監査室と監事及び会計監査人との連携強化への取組 継続実施 → → →

コンプライアンス教育・啓発活動の実施計画

実施事項 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 備考

【役員・部局長・事務長・課長等】（教育研究評議会）

①e-ラーニング＜教育＞ 継続実施 → → →

②研究倫理セミナー＜教育＞ 〇

③研究倫理コンプライアンス研修＜教育＞ 〇

④コンプライアンス教育・啓発活動の周知・情報共有＜啓発＞ 〇 〇 〇 〇

【研究者】（教授会）

①e-ラーニング＜教育＞ 継続実施 → → →

②研究倫理セミナー＜教育＞ 〇

③研究倫理コンプライアンス研修＜教育＞ 〇

④他機関事例紹介＜啓発＞ 随時 随時 随時 随時

【事務職員】

①研究倫理セミナー＜教育＞ 〇

②研究倫理コンプライアンス研修＜教育＞ 〇

③会計担当事務職員研修＜啓発＞ 〇

④他機関事例紹介＜啓発＞ 随時 随時 随時 随時

【学生】

①e-ラーニング＜教育＞ 継続実施 → → →

②旅費受給/謝金等従事学生への大学ルールの周知＜啓発＞ 随時 随時 随時 随時

【全構成員共通】

①不正防止ポスター掲示＜啓発＞ 〇

②相談窓口/告発制度周知強化＜啓発＞ 〇

コンプライアンス教育は、不正使用防止に係るものを示す
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コスト削減に係る取組への協力のお願い
（事例紹介） 

〇コピー代の節約 

 複合機を利用する場合、両面コピーを利用するなど使用方法を工夫し、経費節減に努めて

ください。 

※参照 別紙１「複合機を使用する際の経費節減について」

〇書籍の購入について 

 書籍（古書を除く）を購入する場合、本学で取引のある業者を通じて購入すれば、定価よ

り１０％の割引価格にて購入できます。至急の購入希望の場合は、納期の短い amazon 等

のネット購入を利用しますが、通常の購入希望である場合は、原則、取引業者を通じ、割引

価格で購入しますので、余裕をもった発注により、研究費等の節減につながります。 

〇古紙回収（彦根地区） 

古紙等を廃棄する場合、通常の燃えるゴミ等で廃棄される場合は、処分費用がかかります

が、古紙として分別し回収されれば、わずかながら大学の収入となります。環境配慮の取り

組みにつながりますので、ご協力をお願いします。 

※参照 別紙２「古紙分別について」
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※TCO・・・「総保有コスト」ある設備などの資産に関する、購入から廃棄までに必要な時間と支出の総計

コストの節減

&

枚数節減

印刷コストの削減

消費電力の削減

◎両面印刷・Nアップ印刷で枚数節減

経費節減にご協力お願いします

◎モノクロ印刷・単色カラー印刷でコスト節減
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※資源として適切な回収を行うため、古紙の分別にご協力をお願いします。

シュレッダーくずは透明のビニール袋に入れ、その他の古紙は、紐で縛って出してください。

（１）新聞紙（折り込みチラシを含む。） （２）雑誌（書籍を含む。）

（３）段ボール （４）シュレッダーくず

（５）古紙（パンフレット、郵便チラシ等、その他雑多なもの（フィルムなど紙以外は除く））
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